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プログラム（National Security Education Program [NSEP]）をもとに概観したい。 
   
１）タイトル 6条項とフルブライト・ヘイズ (Title VI/FH) 

前節でも述べられているように，外国語や異文化教育は，国家の重要課題であると指摘され

ている。例えば，2000 年，外国語のクラスを履修している全米の高校生は半数も満たない

（43.4%）。高等教育ではさらに減少し，2002 年には，10 パーセント以下の学生が外国語教育

を受けているとされる（Wells，2004；NCES，2005）。同様に，米国の学生は諸外国の信教，

文化，歴史等への理解・関心が，他国の学生と比べて低いといわれている。世界地図を広げて，

イラクや日本，時には自国である米国でさえ指差せないほどである，といったレポートも複数

発表されている。 
 

表 1：タイトル 6条項とフルブライト・ヘイズのプログラム構成概要 

Title VI プログラム：Title VI 提供のプログラムは，一般的な目的別に大きく 3 グループに分けられる。
 
第 1 グループは，外国語，地域研究，国際関係の専門知識のレベルを増進することを目的としている。
（7 プログラム） 
 

 National Resource Center (NRC) 
 Foreign Language and Area Studies (FLAS) Fellowships 
 Undergraduate International Studies and Foreign Language (UISFL) Program 
 Language Resource Center (LRC) 
 Technological Innovation and Cooperation for Foreign Information Access (TICFIA) 
 International Research and Studies (IRS) 

 
第 2 グループは，国際ビジネス教育，グローバル経済における米国によるリーダーシップを強化するこ
とを目的としている。(2 プログラム) 
 

 Centers for International Business Education and Research (CIBER) 
 Business and International Education (BIE) 

 
第 3 グループは，外交や国際事業において，代表者の少ない民族少数派の増加を目的としている。（1 プ
ログラム） 
 

 Institute for International Public Policy (IIPP) 
 
Fulbright-Hays プログラム（FH）：FH 提供事業には，4 プログラムが属し，国際交流機会の拡大を目
的としている。一般的に，ED と米国国務省は共同運営をしているが，国務省出資のFH プログラムの
運営は分離して行われている。FH プログラムは，国務としての外交政策と強く結ばれていると考える
べきであろう。そして，ED 出資のFH プログラムは国内における教授法・学習法の開発に関連してい
る。（4 プログラム） 
 

 Fulbright-Hays Training Grants–Doctoral Dissertation Research Abroad (DDRA) 
 Fulbright-Hays Training Grants – Faculty Research Abroad (FRA) 
 Fulbright-Hays Training Grants – Group Projects Abroad (GPA) 
 Fulbright-Hays Seminars Abroad – Bilateral Projects (SA) 

参考文献：National Research Council of the National Academies (2007). International Education 
and Foreign Language: Key to Securing America’s Future. Washington, D.C.: the National 
Academies Press.  
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 資金援助の成功例の開示は，これからの開発に役立ち，継続的な改善を可能とする。 
 

 また，その高等教育法の再承認の場で，Title VI/HF プログラムに関する諮問委員会が挙げた

重要 8 項目に対して，それぞれ中間評価（下記の表 2 参照）が発表された。米国議会の依頼に

より，教育省は学術研究会議に対して，各プログラムの効率や適正に関する評価を発表したの

である。 
 
表 2：Title VI/FHプログラム：重要 8項目への示唆 

1. 外国語教育と地域研究の啓蒙。教育システムやプロフェッシナル教育を含む学際的なアプローチ。
- 米国学術研究会議（NRC）とLanguage Resource Centers は，初等，中等教育システム（特

に教員）の開発のため，多様な方法を創造した。抑制された財政の中，その他の関係者とも
議論の場を持った。 

- 教員の外国語・国際理解能力の必要性は重要である。 
2. 初等から高等教育，メディア，政府，ビジネス，一般社会への公的機関主体の普及作業。 

- 同上 
3. 外国語と地域研究専門家不足の是正。 

- FLAS フェローの語学運用能力が，現状として適切に評価されていない。 
- 海外留学が外国語会話の上達に貢献している事実はあるが，米教育省の政策は，FLAS 受給

者による通年の海外留学には消極的である。 
4. 外国語教育と地域研究に関する研究，教育，訓練プログラムの援助。それらのための海外研修も含
む。 

- Title VI/FH プログラムは，言語・地域研究に関する知識を増進した。 
- Title VI/FH プログラムの重要な貢献は，特に，あまり一般的でない言語の指導を促進した

ことである。 
5. 一定の学術基準を満たした指導教材の作成。 

- Title VI/FH プログラムは，様々な指導要領や評価資料を作成し，その多くはあまり一般的
でない言語の指導を促進を目的とした。 

- 指導要領には学術的な基準は設けられていないが，広く認知されたGood Practice があり，
それらは実務系組織や関係誌によって普及された。 

6. 外国語教育と地域研究のための先端技術の使用。 
- Title VI/FH プログラムは，利用可能な技術や設備（インターネット，遠隔授業など）を利

用しているが，既存の技術や設備をより有効に利用し効果をあげることができる。 
7. ビジネス・ニーズとしての国際知識と外国語能力の策定。 

- Centers for International Business Education and Research（CIBER）の理事会は，ビジ
ネス機関による介入のための適切なガイドラインを提示した。CIBER と Business and 
International Education（BIE）は，外国語教育に必要な資源を提供し，事業展開能力を増
強させ，産学コミュ二ティーを発展させた。 

8. 国際化政策への民族少数派の採用。 
- Institute of International Public Policy は，国際化サービスへの民族少数派からの人材の増

加を目的とし，そこからある程度の卒業生を送りだした。プログラムを再構築することで，
更なる利益が想像される。しかし，民族少数派への配慮は，Title VI/FH プログラムに限定
されるべきではない。 

参考文献：National Research Council of the National Academies (2007). International Education and 
Foreign Language: Key to Securing America’s Future. Washington, D.C.: the National Academies 
Press. 
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Foreign Language: Key to Securing America’s Future. Washington, D.C.: the National Academies 
Press. 
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グローバル化が進む中で，21 世紀の国家安全保障，国際経済競争，外交問題などに対応できる

若者の育成を目的に，上院議員ポール・サイモン氏の提案により設立された。2003 年，米国連

邦議会は米国内の大学生を対象とした（あまり米国との国交の発展がなされていない諸外国へ

の）留学制度の枠組みを確立するため，この委員会が設置を承認した。2004 年度，複数の財源

より予算が組まれ，米国学生の海外留学の実態調査の概念整理に入った。米国議会は 250,000
ドルの資金提供をし，同委員会はその他財団などからも運営資金として 340,000 ドルを調達し

た。「グローバリゼーション」，「経済競争力」，「安全保障」，「米国による主導」，「留学の教育的

価値」，「国際社会へ積極的な関与」等の基本概念を挙げ，この民主・共和超党派の同委員会は，

次の 3 点の遂行を目的とした。 
 
 発展途上国に特化した留学を米国学生に斡旋する高等教育機関を援助する。 
 諸外国の異文化理解を，社会的に多様な米国学生に促すためのプログラムを開発する。 
 大学機関の留学プログラム，外交政策，国際貿易における主導者となる人材育成をする。 

 
具体的には，アブラハム・リンカーン留学委員会は，2017 年までに米国人学生の留学を大衆化

するために，表 3 にある大胆な目標を掲げている。 
 
表 3：リンカーン委員会の 2005年度の目標と提案 
＜リンカーン委員会の 2005 年度の目標＞ 

A) 留学 100 万人計画：毎年，少なくとも 100 万人の米国の学部生を留学させる。 
B) 留学人口の多様化：留学する学生のバックグラウンド（年齢・人種・階層など）を米国全体の学

部生のものと同等にし，偏りをなくす。 
C) 留学先の新開拓：リンカーン・フェローシップで留学する大多数の学生を，従来のありふれた留

学先とは異なる地域（特に発展途上国）に派遣させる。 
 
リンカーン委員会は，2005 年の報告書の中で，留学奨学金の財政に関して六つの提案を発表している。 
 
＜リンカーン委員会の 6 提案＞ 

A) リンカーンプログラムの 88％は学生への留学奨学金に割り当てられるようにする。 
B) 留学地域，機関，学生，専攻分野の多様性を強調する。特に，発展途上国などの非伝統的な留学

地域を奨励する。 
C) リンカーンプログラムの質を管理し，当プログラムを通しての留学は最低 3 単位の取得を義務

づける。 
D) リンカーン・フェローシップ/奨学金支給の限度期間を 1 年間とする。最高限度額を一人当たり

5000 ドルとする。 
E) リンカーンフェローシッププログラムに対する連邦資金援助 5000 万ドルからスタートし，年毎

に資金を引き上げ，2011-12 年度までには 1 億 2500 万ドルの援助を実現化する。 
F) 国家レベルの指導者が不可欠である。ホワイトハウスと連邦議会のリーダーが一丸となり，国家

レベルの留学プログラム運営のメカニズムを確立しなければならない。 

参考文献：Commition on the Abraham Lincoln Study Program (2005). Global Competence and 
National Needs: One Million Americans Studying Abroad.（リンカーン委員会ウェブサイト：
www.nafsa.org/public_policy.sec/public_policy_document/study_abroad_1/lincoln_commission_report）
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国際化に関する活動において，各高等教育機関の機能やタイプ別（第 4 章，図 3 参照）では，

リベラルアーツ大学が目立っている。これらの大学がもっとも活発に「国際化」に取り組んで

おり，別のタイプの大学よりも多くの学生を海外留学に送っている。文系のカリキュラムでは，

慣習的になりつつある「3 年次の留学」の原則など，留学に対する支持がおこなわれている。

図 1 では，高等教育機関のタイプ別の派遣留学者の割合を示している。そこでは，研究大学が

圧倒的に派遣留学者数を伸ばしている。そして，修士，学士課程を有する機関が続き，コミュ

ニティ・カレッジの割合は低迷している。 

図 1：派遣留学生数の割合（機関タイプ別） 
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図３：年間派遣留学生100万人達成予測
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国際化に関する公的資金の公平な使用などの様々な理由のために，米国の高等教育国際化政
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表 4：国家安全保障教育プログラム構成概要 

A) David L Boren 奨学金 
David L. Boren 奨学金は卓越した才能のある米国人学部生に与えられる。1994 年より NSEP は約

2,000 人にこの奨学金を授与した。それぞれの受賞者は，国家安全保障において重要な言語，国，文化に
ついて修学するために派遣される。奨学金は上限 1 年間総額 20,000 ドルで，政府機関にて 1 年間の就労
を条件に給付される。 
 
B) David L. Boren フェローシップ 

Boren フェローシップは，卓越した才能のある米国人大学院生に与えられる。1994 年より,NSEP は約
1,100 人の修士，博士課程の学生に授与した。このフェローシップは，外国の言語・文化に関する研究を
実践経験を交えて発展させた研究者に与えられる。この賞は，最高の功績を挙げた者に対して，政府機関
にて 1 年間の就労を条件に，2 年間上限 30,000 ドルが給付される。  
 
C) National Flagship Language Program (NFLP) 

NFLP は，米国にて外国語ならびに文化の専門家育成のための特別な教育を支援する。現在，このプロ
グラムはアラビア語，中国語［マンダリン］，韓国語，ロシア語，ペルシャ語の重要言語に限られている。
このプログラムに付随するフェローシップは，卓越した才能のある人材に上限 2 年間，政府機関での就労
を条件に給付される。 
 
D) English for Heritage Language Speakers (EHLS) 

2005 年連邦議会の要請により，NSEP はアラビア語，中国語，その他重要言語の専門家育成のための
プログラムの設立を行った。EHLS は，実際に教室で行われる集中的な教育で，政府・ビジネス関係者と
の交流やプロジェクト開発等を行い，受講後は連邦政府勤務を目的とする。  
 
E) The Language Corps (TLC) 

2003 年，連邦議会の要請によりNSEP は TLC を設立した。このプログラムは，非常事態において連邦
政府で勤務可能な重要言語運用能力の開発を目的とする。TLC では，非常時において一般米国人が重要言
語運用能力を要して国家に仕えるシステムを構築している。 
参考文献：National Security Education Program (2006). National Security Education Program：（NSEP
ウェブサイト）http://www.iie.org/programs/nsep/default.htm. 
 
第３節 まとめ 

 
本章では，米国連邦政府ならびに関係機関による国際教育交流に関する政策目的と実態を，

代表的事例を通して概観した。奨学金をめぐる競争的評価システムの下で，米国学生を国際的

競争能力のある連邦政府勤務の研究者や技術者として育成している。さらに具体的には，アラ

ビア語，中国語等の国際戦略的に重要な言語，文化，地域等に注視しているのも特徴的である。

国家安全保障教育プログラム等は，連邦政府機関での就労義務付きの資金援助で，直接的な国

益に関連しており，これら連邦政策に関するアカウンタビリティは明確に設定されている。 
特記するべき事項として，リンカーンプログラムに見られるように，留学奨学金の受益者の

（年齢・人種・階層など）社会的背景の多様化を重視しているのも，多元的国家米国の差別是

正措置の一環として特徴的であろう。さらに，国際化教育に関する資金援助の開発・発展と共

に，留学先，学問分野，プログラム期間の多様化なども並行して進んでいる。この点に関して
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参考資料 1：Title VIと Fulbright-Haysの各プログラム 

プログラム名 目的 条件と採用頻度 
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海外研究センターの開発と運営。大
学院レベルの専門研究，交流，地域
研究の分野。 

米国籍の公私立団体から 50%以上の運
営費をもとに存在する高等教育機関対
象。研究対象国にセンターが存在するこ
と。非営利団体。公募は 4 年毎。 

 
Business and International 
Education (BIE) 

 
学術的なビシネス教材，教授法の改
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Centers for International 
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Research (CIBER) 

 
国内，地域対象の資金援助。変化す
る国際経済におけるビシネス手法，
戦略の紹介。重要言語での指導。米
国の貿易相手国の文化，風習の理解。

 
高等教育機関。公募は 4 年毎。（過去は
3 年毎） 

 
Foreign Language and Area 
Studies (FLAS) Fellowships

 
常用外国語教育・地域研究・国際関
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外国語理解と能力維持の補助。国家
の必要性に応じた国際的な専門家の
確保。 

 
高等教育機関。援助団体より認定された
適切な資格のある学生。高い学術能力の
可能性を示す必要がある。公募は 4 年
毎。（過去は 3 年毎） 

 
Fulbright-Hays Training 
Grants – Doctoral 
Dissertation Research 
Abroad (DDRA) 

 
博士論文完成の援助。正規の大学院
生で現代外国語，または地域研究を
専攻する者。 

 
高等教育機関。適切な資格のある学生
は，所属機関を経由。毎年。 

 
Fulbright-Hays Training 
Grants – Faculty Research 
Abroad (FRA) 

 
高等教育機関の教員に現代外国語，
または地域研究に関する講義をおこ
なう機会を与える。 

 
高等教育機関。毎年。 

 
Fulbright-Hays Training 
Grants – Group Projects 
Abroad (GPA) 

 
現代外国語，または地域研究に関す
る研究，カリキュラム開発，講義に
対する資金援助。教員，学生，関係
職員対象。 

 
高等教育機関。非営利団体，州教育省関
係の団体，学校法人，その他関連組織。
セミナー開催援助の公募は毎年。海外に
おける外国語プロジェクトは 3 年毎。

― 29 ―



 
Fulbright-Hays Seminars 
Abroad – Bilateral Projects 
(SA) 

 
米国籍の社会科学，人文学の教育関
係者に短期の海外研修機会を与え
る。海外の人々と文化の理解を目的
とする。 

 
全レベルでの教育関係者対象。社会科
学，人文科学，言語に特化し，高等教育
関係の管理者，カリキュラム製作者，図
書館員，学芸員，教員を含む。毎年公募。
SA や GPA を一度受けたものは，そこ
から 3 夏期応募資格を失う。 

 
Institute for International 
Public Policy (IIPP) 

 
国際化サービス，非政府ボランティ
ア団体への民族少数派からの人材の
増加を目的とする。 

 
コンソーシアムやその他関係機関。
Higher Education Act のTitle IIIに該
当する機関。多数の黒人や少数民族を受
け入れている高等教育機関。公募は 5
年毎。 

 
International Research and 
Studies (IRS) 

 
現代外国語教育・地域研究・その他
国際関係分野の改善および補足。外
国語理解が必要とされるすべての分
野での実践。 

 
公私両方のエージェント，団体，機関，
個人を含む。公募は毎年。 

 
Language Resource Center 
(LRC) 

 
米国内における外国語教授法，学習
法の改善。特に，使用が希少な外国
語。主な活動は，教員訓練，リサー
チ，教材開発，プロモーション。 

 
高等教育機関ならびに大学コンソーシ
アム。公募は 4 年毎。 

 
National Resource Center 
(NRC) 

 
学部レベルによる現代外国語・地域
研究・国際関係教育プログラムの開
発，改善，拡充のため。現代外国語
教育・地域研究・その他国際関係分
野の理解が必要とされるすべての分
野での実践。リサーチ，指導などの
援助。 

 
高等教育機関ならびに大学コンソーシ
アム。公募は 4 年毎。（過去は 3 年毎だ
った。） 

 
Technological Innovation 
and Cooperation for 
Foreign Information Access 
(TICFIA) 

 
電子機器を使用した海外からのデー
タ収集のためのイノベーティブな技
術やプログラムの開発。 

 
高等教育機関。公的もしくは非営利図書
館，または図書館コンソーシアム。公募
は 3-4 年毎。 

 
Undergraduate 
International Studies and 
Foreign Language (UISFL) 
Program 

 
学部レベルによる現代外国語・地域
研究・国際関係教育教授法の開発，
改善，補足のため。 

 
高等教育機関ならびに大学コンソーシ
アム。非営利大学団体，公私非営利エー
ジェント。職業訓練系と学術系団体対
象。公募は毎年。 

参考文献：Adaptation of program descriptions listed on U.S. Department of Education. 
Web site: http://www.ed.gov/about/offices/list/ope/iegps/index.html.  
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参考資料 3：国際戦略における「重要な言語（地域）」の定義 

 
米国国務省がNational Security Language Initiativeの発表時に公表した 
国際戦略においての「重要な言語（地域）」の定義は以下のようになっている。 

 
アラビア語，中国語，韓国語，日本語，ロシア語，インド語派言語，イラン語，
チュルク語派言語（現在のトルクメニスタン，ウズベキスタン，アフガニスタン
北部） 

 
米国教育省の SMART (Science, Mathematics, Access to Retain Talent) 奨学金申請
に有効な言語は， 

 
中国語，日本語，韓国語，ロシア語，ヒンドゥ語，ベンガル語，プンジャビ語，
ウルドゥー語（パキスタン[国語]とインドのイスラム教徒の言葉），ポルトガル語，
アラビア語，ヘブライ語，タガログ語（フィリピンの公用語），トルコ語，アフ
リカ言語，イラク語・ペルシャ語，バハサ・インドネシア語，バハサ・マレーシ
ア語，チュルク語派言語，ウラル・アルタイ語派言語，カフカス諸語，中央アジ
ア言語 

 
米国国防省のNational Flagship Language Program (NFLP)によって援助 
される言語は， 
 
 現代語：アラビア語，中国語，韓国語，ペルシャ語，ロシア語 
 
以上の定義に今後含まれそうな言語は， 

 
 アラビア語，中国語，ヒンドゥ語，中央アジア言語 

参考文献：Powell, D., and Lowenkron, B. (2006). National Security Language 
Initiative. (米国国防省ウェブサイト) 
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European Commission National Academic 
Recognition and Information Centers NARIC UNESCO

European National 
Information Centres ENIC 8 ENIC NARIC
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Recommendation on Criteria and Procedures for 

Assessment of Foreign Qualification
Foreign Academic Credential Evaluation
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の外国人留学生数，外国人教員数，国際的な要素を取り入れた授業科目数などを評価基準にし

ている高等教育機関が大多数である。このように数値で表現される指標も国際化の評価基準と

して重要な要素の一つにはなり得るが，数字だけでは測りきれない成果も考慮せねばならない。

Harari（1992）や Siaya & Hayward（2003）が指摘しているように，外国人留学生数がその

教育機関を国際化しているわけではなく，様々な側面からキャンパスの国際化を慎重に評価す

る必要がある。まずは，国際化戦略の最初のスタートラインとして目標を文書に明示し，大学

機関全体の意識を高めることが重要であると思われる。さらに，国際化の活動内容や養成した

い人物像の定義を検討し，目標の具現化につながる取り組みが求められるであろう。 
 

図１：国際化に向けた大学機関の公式な取り組み（％） 
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特別委員会の設置

 
出典：Siaya & Hayward，2003 

注：回答大学数（752大学） 

 

２）財政資源 

次に，キャンパスの国際化戦略には不可欠な財政資源について概観する。ACE（Siaya & 
Hayward, 2003）の調査結果によると，現時点で，52 パーセントの大学機関が国際化を目的と

したプログラムや諸活動に対する資金源を求めていることが報告されている。57 パーセントの

大学が国際プログラムや諸活動に関わる外部資金を導入しており，その内訳は民間による資金

援助が最も多く，次に連邦資金が主な資金源となっている（図 2）。民間資金は，財団や民間企

業，卒業生による寄付金などを含む。一方で，「外部資金は導入していない」と回答している大

学は 43 パーセントに及び，この理由が大学機関の予算内で国際化対策が行われているためな

のか，国際化活動そのものが重要視されていないために外部資金を求めていないのかは定かで

はない。 
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図２：国際化活動に関する外部資金源（％） 
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国際化にあてられる資金は，奨学金を含めた外国人留学生の受け入れ対策や教員の国際活動，

学生の海外研修プログラムの一部に活用されている。外国人留学生の受け入れに関する資金に

ついては，56 パーセントの 4 年制大学が留学生のリクルート対策や留学生対象の奨学金などの

資金源を求めていると報告しており，現に 54 パーセントの 4 年制大学が学士課程の外国人留

学生に対し奨学金の援助をしていることがわかった。そのうちの 3 分の 1 以上の機関が，平均

500 ドルから 2,499 ドル，4 分の 1 が 2,500 ドルから 4,499 ドル，3 分の 1 が 5,000 ドル以上

の財政援助をしたと報告している。調査結果によると，外国人留学生に対する資金援助額は，

公立大学よりも私立大学の方が圧倒的に多く，私立大の奨学金の 46 パーセントが 5,000 ドル

以上であり，公立大ではこの額の範囲にある機関は僅か 11 パーセントであることがわかった。 
また，大学教員の国際活動にも資金援助がおこなわれており，学士課程の学生の海外研修の引

率費（46％），教員自身の国際会議や学会の参加・渡航費（40％），海外での研修や研究費（27％），

カリキュラムの国際化（27％）などに資金が活用されている。授業の国際化などのキャンパス

内での国際化活動よりも，海外移動のための渡航費に主に資金が活用されている実態を示唆し

ている。そして，教員の国際的活動に対する資金援助は，2 年制大学よりも 4 年制大学の方が

頻度が高いことも報告されている。 
学生に対する資金支援も盛んにおこなわれており，特に海外研修や留学プログラムなどに資

金をあてている大学機関は 35 パーセントに及んだ。このような海外プログラムの資金援助は

研究大学で活発におこなわれており，その中でも私立機関（45％）は公立機関（28％）よりも

ファンディングが充実していることがわかった。 
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図３：教員が国際的な教材を授業に使用する頻度：機関類型別による学生の認識（％） 
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出典：American Council on Education，2005  

注：回答者数（9,279人） 

 

図４：教員がグローバルな問題を授業の教材に関連付けている頻度: 

機関類型別による学生の認識（％） 
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出典：American Council on Education，2005   
注：回答者数 (9,279人)  

 
４）カリキュラム 

カリキュラムはキャンパスの国際化戦略の中で最も重要な要素だといわれている。米国人学
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図５：学生が「読む」・「話す」ことができると報告している外国語（％）（2002） 
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図６：米国高等教育機関の授業で提供されている外国語（％）（2002） 
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学士課程の学生を対象とした 2002 年のACE 調査によると，大学入学以前に外国語を学習し

たことがあると回答した学生は 88 パーセントであったが，大学入学後に外国語を「履修した」

あるいは「履修している」と回答した学生は 34 パーセントに落ち込んでいることが報告され

た。これは外国語学習の機会が，初等・中等教育段階でほぼ義務化されているのに対し，高等

教育段階では選択性になっている現状を示唆している。この調査の半数の学生が，大学におけ

る外国語履修の必修化に賛成の意を示してはいるものの，実際に外国語を履修している学生は

多くないことがわかった。また，調査対象者の 55 パーセントが英語以外の外国語を「読む」

または「話す」ことができると回答しており，その外国語の中ではスペイン語が大多数を占め

ていることがわかった。これは回答者の 20 パーセントがそれを母国語としている学生である

ことから，米国に多数を占める中南米からの移民の影響も考えられる。 
また，米国の大学で履修できる外国語の授業は，スペイン語，フランス語，ドイツ語などの

ヨーロッパ言語が主流であるが，日本語の授業も 30 パーセントの高等教育機関で提供されて

いるという。図 6 によると，日本語は主要ヨーロッパ言語についで，4 番目に多く提供されて

いる外国語ではあるが，「読む」｢話す｣ことができるとされている外国語としては他のヨーロッ

パ言語よりも少ないことが図 5 から読み取れる。例えば，日本語はイタリア語，ポルトガル語，

ラテン語，ロシア語よりも授業として提供されている学習機会は多いが，学生の外国語能力の

面では頻繁に使われていないことがわかる。この結果は，外国語の言語体系の相違からくる学

習の困難さなど，様々な要因が考えられるが，大学で提供される外国語学習の機会と学生の外

国語能力が必ずしも一致しているわけではないことを示唆している。 
 

図７：外国語履修を入学必須条件にしている高等教育機関（％） 

（2年制大学と 4年制大学との比較：1988－2001） 
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面では頻繁に使われていないことがわかる。この結果は，外国語の言語体系の相違からくる学

習の困難さなど，様々な要因が考えられるが，大学で提供される外国語学習の機会と学生の外

国語能力が必ずしも一致しているわけではないことを示唆している。 
 

図７：外国語履修を入学必須条件にしている高等教育機関（％） 

（2年制大学と 4年制大学との比較：1988－2001） 
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よって，米国の学生が数週間という短期間の海外滞在を「留学経験」と見なしている事実が明

るみにでており，海外留学の定義が海外旅行と混同されているという懸念がある。あるいは，

海外留学の目的として，異文化体験にとどまった海外旅行と大差のない内容を求めている可能

性も高い。 
 

図９：米国からの海外留学先（％）：2005－2006年度 
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出典：Institution of International Education, 2007 

注：全体数（223,534人） 

 
図 10：高等教育機関類型別による海外留学期間の相違（％）：2004－2005年度 
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会の参加資金の援助（70％），カリキュラムの国際化を目指したワークショップの提供などを

通して，教員の国際的知識・スキルの向上を図っている（図 13 参照）。教員の海外研修・研究

や授業の国際化に費やされる支援資金額の平均は1,000ドルから2,500ドルの範囲が最も多い。 
 

図 13：研究大学における FD資金の活用内訳（％） 
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出典：Siaya & Hayward, 2003            

注：回答大学数（144大学） 

 
図 14：研究大学における教員の国際的活動（％） 
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図 14 は研究大学における教員の国際活動を示しており，国際会議や学会の参加が最も多く 7

割を超えている。また，大学院生あるいは教員という立場で海外の研究に参加した経験も半数

を超えていることが明らかにされた。 
このように，国際化を推進する研究大学では，教員に対する投資を戦略の一つとして奨励し
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